
１．総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には市長、副市長、市議会議員、委員などに支払われる給与又は報酬を含む。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注)   １　職員手当には退職手当を含まない。
 　  　 ２　職員数は、平成31年4月1日の人数である。
        ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況

（注） １　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域に
　おける国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）
３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
※平成31年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている

　　　　①給料表の見直し

【実施】
（給料表の改定時期）　平成27年４月１日
（内容）　給料表については国の見直し内容を踏まえ、同様に実施。激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　②地域手当の見直し

（支給割合）　国基準15%に対し、門真市においては平成27年4月１日から当分の間、14%を支給

（参考）

30年度の人件費率

元年度 121,575人 55,493,375千円 181,312千円 6,825,295千円 12.3% 13.5%

　　　　　（2年１月１日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　

門真市の給与・定員管理等について

区 分 住 民 基 本 台 帳 人 口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人　件　費　率 （参考）

6,048

平成26年度の支給割合
平成27年度以降の支給割合

4月1日時点 遡及改定後

　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

元年度 733 2,733,560千円 903,583千円 1,264,027千円 4,901,170千円 6,686千円

区　分 職員数 給 与 費 一人当たり給与費 類似団体平均
一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

国基準による支給割合 15% 15% 15%

門真市の支給割合 12% 15% 14%
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2．職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

　　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

1
2

(2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 ―

― ― ―

円 円 ―

円 円 ―

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円 円

― 円 円 円

― ― 円 円

― ― ― ―

門真市 40.0 301,000 415,545 379,980

大阪府 42.3 320,105 438,796 379,587

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ベース)

門真市 54.0歳 129人 350,800円 425,558円 415,379円

区　分
公　務　員

平均
年齢

職員数
平均

給料月額
平均給与
月額（A)

平均給与月額
（国比較ベース）

国 43.4 329,433 - 411,123

類似団体 42.3 316,557 385,447         351,699

343,592円

国 50.9歳 2,431人 287,312円 - 329,380円

398,948円 395,781円

大阪府 54.1歳 454人 311,544円 387,821円 361,639円

415,185円

うち学校給食員 55.6歳 20人 363,600円 426,420円 423,195円

うち清掃職員 53.6歳 61人 348,500円 433,042円

うち用務員 55.6歳 21人 338,300円

大阪府 38.6 334,702 405,736

類似団体 41.2 304,498 338,564         

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

門真市 40.7 340,167 450,730

類似団体 52.8歳 38人 321,213円 351,367円

182,200

高　校　卒 165,900 153,500 一般職 150,600

初 任 給

一般行政職
大　学　卒 195,500 円 187,300 円

総合職 186,700

一般職

（注） 「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合
計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出してい
る。

区　　　分
門 真 市 大 阪 府 国

初 任 給 初 任 給

教育職
大　学　卒 195,500 209,100

短　大　卒 182,200 187,000

技能労務職
高　校　卒 165,900 153,267

中　学　卒

424,800

高　校　卒 327,350 345,800 366,733

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年 経 験 年 数 ２ ５ 年 経 験 年 数 ３ ０ 年

一般行政職
大　学　卒 258,628 346,700 385,920

技能労務職
高　校　卒 327,500 365,050

中　学　卒
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３.一般行政職の級別職員数等の状況
(1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(令和２年４月１日現在)

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

(注) １　門真市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(２)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和２年４月１日現在）

1級 係員 13 2.8 146,100 247,600

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

4級 主任、上席主査 76 16.4 264,200 381,000

3級 主査 93 20.0 231,500 350,000

2級 係員 143 30.8 195,500 304,200

7級 次長、総括参事 10 2.2 362,900 444,900

6級 課長、参事 43 9.3 319,200 410,200

5級 課長補佐、副参事 77 16.6 289,700 393,000

8級 部長、管理監、技監 9 1.9 408,100 468,600

1級, 2.8% 1級, 3.2% 1級, 5.4%

2級, 30.8% 2級, 30.7%

2級, 37.2%

3級, 20.0% 3級, 19.2%

3級, 12.1%

4級, 16.4% 4級, 16.6% 4級, 14.1%

5級, 16.6% 5級, 16.4% 5級, 17.7%

6級, 9.3% 6級, 9.7% 6級, 8.4%

7級, 2.2% 7級, 2.2% 7級, 2.6%
8級, 1.9% 8級, 1.9% 8級, 2.4%
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(２)昇給への人事評価の活用状況

　

４．職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

　　

(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（令和２年４月１日現在）

％ 人 ％

　　上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○

平成31年4月2日から令和2年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

イ． 人事評価を活用している

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

○

　　上位、標準の区分

　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

門真市 大阪府 国

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）
―

1,682 千円 1,747 千円

ロ． 人事評価を活用していない

活用予定時期

(0.9) 月分 (1.45) 月分 (0.9) 月分(1.45) 月分 (0.9) 月分 (1.45) 月分

1.90 月分 2.60 月分 1.90 月分2.60 月分 1.90 月分 2.60 月分

　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○

・管理職加算　　10～25％ ・管理職加算　　10～25％

令和元年度中における運用 管理職員 一般職員

イ． 人事評価を活用している

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20％ ・役職加算　　5～20％ ・役職加算　　5～20％

　　標準、下位の成績率

　　標準の成績率（一律）

○

　　上位、標準の成績率

　活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

昇給可能
な成績率

昇給実績が
ある成績率

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

門真市 国

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

ロ． 人事評価を活用していない

　活用予定時期

支給実績（令和元年度決算） 410,303 千円　

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 543,447 円　

その他の加算措置 その他の加算措置

勤続２５年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、退職手当の
基礎となる給料月額の2～20％を加算。

勤続２0年以上の定年前早期退職者の退職年齢に応じ、退職手当の
基礎となる給料月額の2～45％を加算。

一人当たり
4,932 千円 18,792 千円

平均支給額

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

全域 14 755 15
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 (4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

　　　　教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(6) その他の手当（令和２年４月１日現在）

・自転車等を利用している職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 6.0 ％　

手当の種類（手当数） 6 種類　

支給実績（令和元年度決算） 1,003 千円　

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 23,330 　円　

行旅死亡人等収容
護送業務従事手当

行旅病人の収容護送作業等に直接従事した職員

2千円

　1件につき　1,000円

行旅死亡人の収容護送作業等に直接従事した職員 　1件につき　2,000円

行旅死亡人以外の死亡人の収容護送作業等に直接従事した職員 　1件につき　2,000円

行旅死亡人以外の死亡人の遺品整理等の業務に従事した職員 　1件につき　1,000円

手当の名称 主な支給対象職員及び業務 支給実績（元年度決算） 左記職員に対する支給単価

災害等現場出動業務
従事手当

「門真市災害対策本部条例」及び「門真市国民保護対策本部及び門真市
緊急対処事態対策本部条例」等に基づき、各対策本部が設置されるなど
市として組織的に、住民の避難誘導業務、復旧等の応急業務を行う場合に
おいて、実地にこれらの業務に従事した職員

- 　1件につき　500円

教員特殊業務手当

教員が修学旅行等において、児童又は生徒を引率して行う指導の業務で
宿泊を伴い、従事した時間が7時間45分以上である場合

480千円

1件につき　5,100円

教員が週休日又は休日等において、学校の管理下において行われる部活
動等又は補修若しくは講習における児童又は生徒に対する指導の業務に
従事した場合

（４時間以上）
　　　1件につき　3,600円
（2時間以上4時間未満）
　　　1件につき　1,800円

直接放置された犬、猫等これらに類する動物の死体処理に従事した職員

その他市長が特に必要と認めた場合

債権差押業務従事手当 市税等の滞納処分に関する業務に従事した職員 345千円
　差押調書1件につき　100円

　物件引揚げ1件につき　200円

感染症対策等業務
従事手当

保健所等の指示による感染症防疫業務等に従事した職員 - 
　1件につき　500円

在宅者等の訪問調査（250円）

危険物等取扱業務
従事手当

人に危害が及ぶ恐れがある動植物の捕獲等に従事した職員

177千円 　1件につき　500円

人体に有害及び有害の恐れがある物質に直接接触した業務に従事した職
員

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容
（国の制度）

支給実績
（令和元年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和元年度決算）

支給実績（平成30年度決算） 155,515 千円　

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 263 千円　

支給実績（令和元年度決算） 171,995 千円　

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 297 千円　

253,747 円

【支給単価等】

子 10,000円

配偶者・父母等（給料表7級以下の職員） 6,500円

配偶者・父母等（給料表8級の職員） 3,500円

扶養手当　

扶養親族のある職員に支給

同 82,975 千円

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子

1人当たり
5,000円加算

109,170 円

【支給単価等】

・交通機関を利用し運賃等を負担している職員

　6か月定期券相当額を支給（6か月に1回支給）

距離に応じて2,000円～31,600円を支給

通勤手当

職員が通勤のため交通機関等を利用し、かつ、運賃等を負担し
ている場合及び自転車等により通勤している場合並びに両者を
併用している場合に支給

同 63,864 千円

309,174 円

【支給単価等】

・自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

家賃額に応じて28,000円を上限に支給

・上記以外の職員

0円

住居手当

住宅を借り受け、家賃を支払っている職員に支給

同 52,250 千円

734,612 円管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対し、職務の級に応じて
41,000円～85,000円を定額で支給

異
46,300円～
130,300円

（行政職（一））
113,865 千円
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５．特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

（１期の手当額） 　（支給時期）

任期毎

任期毎

任期毎

任期毎

任期毎

（注） 1 給料及び報酬の（　　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2 退職手当の「1期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期を4年＝48月（教育長は3年＝36月）

として勤めた場合における退職手当の見込額である。

960,000

副 市 長 680,000

区 分 給料月額等

給
料

市 長 720,000

705,000

議 員 594,000

660,000

報
酬

議 長 666,000

740,000

副 議 長 634,500

850,000

教 育 長 637,500

750,000

議 員

退
職
手
当

　　（算定方式）

市 長 給料月額×在職月数×45/100 20,736,000

副 市 長

合 計 額 に 支 給 割 合 を 乗 じ る 。

議 長 　　（令和元年度支給割合） 議 員 の 期 末 手 当 は 、 報 酬 月 額 と 報 酬 月 額 に 100 分

副 議 長 4.5 月分 の 20 を 乗 じ た 額 の 合 計 額 に 、 支 給 割 合 を 乗 じ る 。

期
末
手
当

市 長 　　（令和元年度支給割合） 市 長 な ど の 期 末 手 当 は 、 給 料 月 額 と 地 域 手 当 の

副 市 長 4.5 月分 合 計 額 と こ の 合 計 額 に 100 分 の 20 を 乗 じ た 額 と の

教 育 長

教 育 長 75万円　×　在職月数　×　25/100　×　70/100 4,725,000

市 長 96万円　×　在職月数　×　45/100　×　　0/100 0

副 市 長 85万円　×　在職月数　×　35/100　×　60/100 8,568,000

給料月額×在職月数×35/100 14,280,000

教 育 長 給料月額×在職月数×25/100 6,750,000

備 考 【下記は減額後】市長等の退職手当の支給額の特例に関する条例
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６．職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）[　　　]内は、条例定数の合計である。
（　　　）内は、フルタイム会計年度任用職員を含む人数である。

（２）年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在）

区分 職員数 対前年
職員数

主な増減理由
部門 令元 令２

業務の見直し

総　　務 137 135 ▲ 2 業務の見直し

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

一
般
行
政
部
門

議　　会 10 9 ▲ 1

税　　務 43 42 ▲ 1

土　　木 79 82 3 業務の拡充

民　　生 230 225 ▲ 5 業務の見直し

衛　　生 122 118 ▲ 4 業務の見直し

一般行政部門計 634 623 ▲ 11
＜参考＞
人口1万当たり職員数　52.15人
（類似団体の人口1万当たり職員数　53.25人）

業務の見直し

労　　働

水　　道 42 44 2 業務の拡充

普通会計計 743 734 ▲ 9
＜参考＞
人口1万当たり職員数　61.11人
（類似団体の人口1万当たり職員数　70.61人）

病　　院

農林水産 3 3

商　　工 10 9 ▲ 1 業務の見直し

教　　 　育 109 111 2 業務の拡充

消　　 　防

フルタイム
会計年度任用職員

- (80) (80)

総合計 834
[1412]

（906）
826

[1412]
▲ 8

＜参考＞
人口1万当たり職員数　68.60人

そ の 他 40 40
公営企業等会計部門計 91 92 1 業務の拡充

公
営
企
業
等
会
計

部
門

下 水 道 9 8 ▲ 1 業務の見直し

交　　通

計

　
～

　
　
～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳
区分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

60歳

28 826113 77 83 100 91 73職員数 0 15 51 95 100

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

構成比

5年前の構成比
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（３）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。
（　　　）内は、フルタイム会計年度任用職員を含む人数である。

７．職員の任免及び職員数に関する状況

（２）　退職の状況（元年度）

８．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）　勤務時間の状況（H31.1.1現在）

　
（２）　年次有給休暇の状況（元年度）

９．職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分の状況（元年度）

（２）　懲戒処分の状況（元年度）

過去５年間
の増減数（率）部門別

一般行政 477 481 634 634 634 623

年度
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

0

消防 0 0 0 0 0 0

警察 0 0 0 0 0

146（30.6%）

教育 270 266 120 108 109 111 ▲159（▲58.9%）

(80)

総合計 832 836 844 837 834
826

（906）
▲6（▲0.7%）

フルタイム
会計年度任用職員

- - - - -

734 ▲13（▲1.7%）

公営企業等会計計 85 89 90 95 91 92 7（8.2%）

普通会計計 747 747 754 742 743

1日の勤務時間 午前9時から午後5時30分

休憩時間 正午から午後0時45分
※１日の勤務時間は職場により異なる。

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数

定年退職 中途退職

11 14

1週間の勤務時間 38時間45分

（１）　採用の状況（元年度）

新規採用 任期付教員 再任用 派遣関係
27 5 29 12

市長部局 － 16人 ２人 － 18人

※・対象職員とは、交替制勤務職員以外の非現業職員で全期間を在職した一般職員である。

 　・1年につき20日を付与され、最大40日まで繰り越し可能である。

部局 免職 休職 降任 降給 計

取得率
31548.3日 11087.7日 834人 13.3日 35.1%

選挙管理委員会事務局 － － － － －

教育委員会事務局 － ２人 － － ２人

上下水道局 － ３人 － － ３人

監査委員事務局 － － － － －

固定資産評価審査委員会事務局 － － － － －

農業委員会事務局 － － － － －

部局 免職 停職 減給 戒告 計

計 － 21人 ２人 － 23人

市議会事務局 － － － － －

教育委員会事務局 － 1人 － － 1人

上下水道局 － － － － －

市長部局 － － － － －

固定資産評価審査委員会事務局 － － － － －

農業委員会事務局 － － － － －

選挙管理委員会事務局 － － － － －

計 － 1人 － － 1人

市議会事務局 － － － － －

監査委員事務局 － － － － －
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10．　職員の研修の状況

研

修

の

概

要

11．　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）　健康診断の状況（元年度）

　　定期健康診断及びその他特殊健康診断を実施している。

（２）　福利厚生の状況（元年度）
　　職員の福利厚生は地方公務員法で義務付けられており、門真市職員厚生会で行っている。

（３）　公務災害補償の状況（元年度）

12．　公平委員会からの報告（元年度）

13．  公益通報の状況（元年度）

・新規採用職員
研修
・一般職員Ⅰ部
研修
・一般職員Ⅱ部
研修
・管理監督職員
研
　修
・中堅職員研修
　　　　　など

・職場研修指導者
養成研修
・人権問題研修
・消防体験学習
・特定事業主行動計画研
修
・公務員倫理研修
など

・能力向上研修
「訴訟問題対応研修」
「法制執務研修」
・専門研修
「住民税課税事務基本研修」
「分権時代の自治体財政研
修」
「契約事務基本研修」「ＣＡＤ
研修」
・システム研修
「エクセル基礎」
「アクセス基礎」
・セミナー
「人工知能ＡＩがもたらす人間
と社会の未来」など

・河北研修協議会
「専門研修　瞬発力×判
断力　トレーニング実践
研修」
・大阪府市町村課
　「地方自治制度勉強会」
・大阪府都市整備推進セ
ンター実施研修
「都市整備行政の基本講
座“道路・街路＆街づく
り”」
「地盤に関する講習会」
・大阪弁護士会
　「外国人法律研修」
・池田ウォンバット塾
　　　　　　　　　など

・「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
関連施策に関する研修
・自治体におけるＩＴ活用
・第5回魅力発信研修「共創参画プ
ロモーション～地域に真剣になる力
を増やすために～」
・地方統計職員業務研修（基礎研
修）
・災害対応に関する業務研修会
・固定資産税事務地方研修会
・滞納整理実践研修
・障害者虐待防止
・救済アドバイザー研修
・エコドライブ研修
・廃棄物処理施設積算要領研修
・がん検診精度管理向上研修会
・生活保護新任査察指導員研修会
・高齢者虐待対応実務者研修
・応援団員養成研修
・公共施設マネジメント研修
など

参
加
人
数

198人 482人 83人 52人

（元年度）

人事課

職場実施
一般研修 特別研修

派遣研修

マッセ大阪（大阪市中央区） その他

不利益処分に関する審査請求の状況 該当なし

　　　職員からの内部通報
受理件数 調査に着手した件数 是正措置等を講じた件数

公務災害補償制度
公務災害申請件数 4件
通勤災害申請件数 2件

勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

3,698人

会員掛金 月額600円（１人当たり）

市負担金 年額7,200円（１人当たり）

※主な事業内容：福利厚生事業委託、人間ドック受診補助、リフレッシュ支援金など

是正措置等の必要がなかったもの

― ― ― ―
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14　公営企業職員の状況（上下水道事業）

　１）　職員給与費の状況
　　　ア　決算（令和元年度）

総費用 純損益又は実質収支 職員給与費 （参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
千円 千円 千円 ％ ％

千円 千円 千円 ％ ％

（注）    １　職員給与費には特別職を含みます。
２　資本勘定支弁職員に係る職員給与費60,343千円（水道事業会計）、67,922千円（公共下水道事業会計）を含みません。

    

職員数
Ａ
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 千円 千円 千円 千円 千円

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。
２　職員数については、令和２年３月31日現在の人数であり、特別職、再任用短時間勤務職員は含まれていません。

　　　イ　特記事項
　特になし

　２）　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

歳 円 円

　３）　職員の手当の状況

　　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和元年度）
千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・　役職加算 5～20％ 　・　役職加算 5～20％
（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　イ　退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率） （支給率）
勤続20年 勤続20年
勤続25年 勤続25年
勤続35年 勤続35年
最高限度額 最高限度額
その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額
（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。

公共下水道事業会計

3,728,061 193,670 114,712 3.1 3.3

水道事業会計
2,319,095 560,458 169,064 7.3 8.0

区分 総費用に占める職員給与費比率
平成30年度の総費用に占
める職員給与比率

5,975
6,686

公共下水道事業会計

22 79,587 30,967 36,593 147,147 6,689

水道事業会計
30 101,756 33,531 43,952 179,239

給与費 一人当たり
給与費 Ｂ／Ａ

（参考）門真市
平均給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　Ｂ

（　1.45　） （　0.9　） （　1.45　） （　0.9　）

門真市上下水道事業 （一般行政職・団体平均等）

（注） １ 基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合計額です。
       ２ 平均月収額には、基本給の他、通勤手当などの毎月支払われる手当及び期末・勤勉手当を含みます。

門真市上下水道事業 （一般行政職・団体平均等）

1,564

2.6 1.9 2.6 1.9

区分 平均年齢 基本給 平均月収額
門真市上下水道事業 41.9 364,539 561,840

24.586875 月分
28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年
19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応
じ、退職手当額 の2～20％を加算。

勤続25年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、
退職手当額の2～20％を加算。

- 千円 - 千円

47.709 月分
47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分
39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分
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　　　ウ　地域手当
（令和２年４月１日現在）

％ 人 ％

　　　エ　特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）
支給実績（令和元年度決算） 0
支給職員１人当たり平均支給年額 0
職員全体に占める手当支給職員の割合 0
手当の種類（手当数） 0
手当の名称 主な支給対象職員及び業務 左記職員に対する支給単価

　　　オ　時間外勤務手当
支給実績（令和元年度決算）
職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）
支給実績（平成30年度決算）
職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）
（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　カ　その他の手当（令和2年４月１日現在）

扶養親族のある職員に支給
【支給単価等】
扶養親族たる配偶者、父母等
　上記のうち、8級職員の扶養親族

【支給単価等】

【支給単価等】

千円
円
％

14,124 千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
全域 14 53 14

支給実績（令和元年度決算） 27,298 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 515,062 円

扶養手当 同 5,692千円 218,920円
6,500円
3,500円

満16歳の年度初めから満22歳の年
度末までの子

1人当たり
5,000円加算

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績
（令和元年度

決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和元年度決算）

353 千円
14,461 千円
353 千円

管理職手当
管理又は監督の地位にある職員に対し、職員の級に
応じて41,000円～80,000円を定額で支給

同 7,953千円 662,735円

通勤手当

職員が通勤のため交通機関などを利用し、かつ、運
賃等を負担している場合及び自転車等により通勤し
ている場合並びに両者を併用している場合に支給

同 5,095千円 110,761円
・交通機関を利用し運賃等を負担している職員
　　　　　6カ月定期代相当額を支給
・自転車等を利用している職員
　　　距離に応じて2,000円～31,600円を支給

住居手当

住宅を借り受け、家賃を支払っている職員に支給

同 4,334千円 309,600円・自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っ
ている職員

家賃額に応じて28,000円を上限に支給
・上記以外の職員

0円

11


